
矢板市生活管理指導短期宿泊事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 本事業は、介護保険制度に非該当の高齢者ではあるが、基本的生活習慣が欠如し

ていたり、対人関係が成立しない等、社会適応が困難な者に対して、日常生活の指導、

支援を行い、また体調調整をし、要介護状態への進行を予防することを目的とする。 

 

（実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は、矢板市とする。 

 

（事業の委託） 

第３条 事業は、利用者の決定等を除き、社会福祉法人等（以下「受託者」という。）に

委託して実施する。 

２ 事業は、受託者が運営する施設（以下「実施施設」という。）のショートステイ専用

ベッド又は空きベッドを利用して実施する。 

 

 （事業の内容） 

第４条 １回の宿泊期間は必要最小限の日数とし、経費１日９,１４０円のうち９０パー

セントを助成する。ただし、助成は１人につき年間１４日までを限度とする。 

 

（利用対象者） 

第５条 この事業の対象者は、矢板市に居住している概ね６５歳以上の者で、次の各号に

該当する者とする。 

 ⑴ 介護保険の要介護認定で要支援又は要介護に該当しない者 

 ⑵ 身体上又は精神上に日常生活を営むのに一部支障があり、社会適応が困難な者 

 ⑶ 家庭環境等の理由により、家庭において生活指導等が困難な者 

 ⑷ 伝染性疾患のない者 

 

（移送） 

第６条 移送は、原則として家族が行うものとする。 

２ 家庭等の状況により家族が移送できない場合は、実施施設が移送を行うことができる

ものとする。 



３ 実施施設が移送を行う場合は、実施施設が所有する車両を使用するものとする。 

 

（利用申請等） 

第７条 利用対象者が利用を希望する場合は、市へ利用施設及び利用期日等の連絡を行う

とともに、高齢者生活管理指導短期宿泊事業利用申請書（別記様式第１号）を市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項による申請を受けた場合は、利用施設及び利用期日等の調整を行うとと

もに高齢者生活管理指導短期宿泊事業利用決定（却下）通知書（別記様式第２号）によ

り申請者に通知するものとする。 

 

（報告） 

第８条 介護者は、市の決定した利用日を変更しようとするときは、必ず市へ報告しなけ

ればならない。ただし、その報告を実施施設が代行しても差し支えないものとする。 

（費用） 

第９条 利用者は、入所に必要な経費のうち、１日につき９１４円及び食費、その他実費

を負担し、施設による送迎を利用する場合は、送迎に係る利用料の全額を負担するもの

とする。 

２ 利用者が負担する費用は、実施施設の長が当該利用者から徴収するものとする。 

３ 実施施設の長は、高齢者生活管理指導短期宿泊事業経費請求書（別記様式第３号）を

利用の月ごとに作成し、翌月の１０日までに市長に提出しなければならない。 

４ 市は、高齢者生活管理指導短期宿泊事業経費請求書に基づき、入所に要した経費のう

ち利用者負担分を除した額を受託者に支弁する。 

 

（台帳の整備） 

第１０条 実施状況を明らかにするために高齢者生活管理指導短期宿泊事業利用台帳（別

記様式第４号）を、実施施設の長は、宿泊者に関する入退所の状況、経理に関する帳簿

等必要な書類を備え付ける。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 


